
第１ 興 行 場

第１ 興 行 場

興行場数施設の種類・許可件数別年次推移

区分

年次

常設の興行場数（年末現在） 営業許可件数（年中）

小計 映画館 スポーツ施設 その他 常設の興行場 仮設の興行場

昭和 年

平成２年

３

４

５

６

７

８

９年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

令和元年度

２年度

３年度

４年度

注：１ 平成８年までは各年 月末現在，平成９年度以降は翌年３月末現在の数字である。よって平成９年度以降につ

いては「年中」は「年度中」に「年末現在」は「年度末現在」に読み替えること。

２ 平成 年度は，東日本大震災の影響により，宮城県のうち仙台市以外の市町村，福島県の相双保健福祉事務所

管轄内の市町村が含まれていない。

資料：厚生労働省政策統括官付参事官付行政報告統計室「衛生行政報告例」



Ⅱ 各 論 編

１ 施設数

令和５年３月末現在の興行場数は 施設で，前年度比 ％の減少であった。うち，映画館は

で前年から増減はない。

２「生活衛生関係営業経営実態調査」（厚生労働省）の結果より

平成 年に 施設を対象に実施した経営実態調査の結果概要は以下のとおりである。

① 映画館の経営主体は株式会社が多く， ％となっている。専業は ％となっている。

② 経営者の年齢は 代が ％で，「後継者がいる」と回答しているのは， ％となっている。

③ １施設当たりの平均従業者数は「男」が 人で，「女」が 人となっている。

④ １施設当たりの土地の平均面積は ㎡，建物の床平均面積は ㎡，平均スクリーン数は

スクリーン，平均客席数は 席，観覧席の平均面積は ㎡となっている。

⑤ パソコンの導入は ％で，うち，「帳簿等の経営収支の計算に利用している」という回答が

％となっている。

⑥ 経営上の問題点は，「人件費の上昇」が ％と最も多く，次いで「人手不足・求人難」 ％，

「施設・設備の老朽化」 ％となっている。

⑦ ごみ減量化・リサイクル実施状況は，「実施している」が ％で，取組の種類は「ごみの分別を

している」が ％となっている。

⑧ サービスの実施状況は，「割引券や特定日等の価格サービスをしている」が ％，次いで「ポイ

ントカード等のサービスをしている」が ％となっている。

⑨ 地域との共生の状況は，「商工会議所・商工会又は商店街組合に参加している」 ％，「祭りや

イベント等商店街の共同事業に参加している」 ％，「子育て支援、福祉サービスに協力している」

％となっている。

３ 経営の動向等

① 昭和 年に最盛期を迎えていた映画産業だが，テレビの普及、その後に続くレンタルビデオの普

及やシネコンの進出で特に単独館の閉館が相次ぎ，映画館数は減少を続けている。また作品のデジタ

ル化の進歩により，映画館は次々と４ やアイマックス等の新たな設備の導入が必要となっているが，

単独館などでは対応が厳しい現状が続いている。

② 映画館として生き残るために，利用者が望む映画を快適な環境で鑑賞できるような魅力的な施設作

りを進めると共に，飲食等の充実や，映画鑑賞後の交流会など付随的なサービスの提供も，改善に努

めなくてはならない。

③ 映画館をより多く活用して貰う為の取組として，顧客層に応じた対応が必要であり，サービス料金

での提供や，時間帯に応じた作品の上映など，それぞれのこだわりを持って上映作品を選定していく

必要がある。また映画上映だけに限らず，歌舞伎・コンサート・演劇・スポーツ等を大画面のスクリ

ーンに写し提供する方法もあげられる。最近では映画館としての利用だけに限らず，講演・結婚式な

ど多様な目的で有効に活用している映画館もあり，映画館の役割を広くアピールし，若年組の新規顧

客の開拓やリピーターの獲得にも繋げていく事が必要となっている。



第２ ホテル・旅館

第２ ホテル・旅館 

ホテル，旅館 施設数，客室数年次推移

区分

年次

ホ テ ル 営 業 旅 館 営 業 簡易宿所 下宿営業

施設数 客 室 数
施設当たり
客室数 施設数 客 室 数

施設当たり
客室数 施設数 施設数

昭和 年

平成２年

３

４

５

６

７

８

９年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

令和元年度

２年度

３年度

４年度

注：１ 平成８年までは各年 月末現在，平成９年度以降は翌年３月末現在の数字である。

２ 平成 年度は，東日本大震災の影響により，宮城県のうち仙台市以外の市町村，福島県の相双保健福祉事務所

管轄内の市町村が含まれていない。

３ 平成 年度に旅館法改正があり、ホテルと旅館の区分けがなくなっている。

資料：厚生労働省政策統括官付参事官付行政報告統計室「衛生行政報告例」



第２ ホテル・旅館

第２ ホテル・旅館 

ホテル，旅館 施設数，客室数年次推移

区分

年次

ホ テ ル 営 業 旅 館 営 業 簡易宿所 下宿営業

施設数 客 室 数
施設当たり
客室数 施設数 客 室 数

施設当たり
客室数 施設数 施設数

昭和 年

平成２年

３

４

５

６

７

８

９年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

令和元年度

２年度

３年度

４年度

注：１ 平成８年までは各年 月末現在，平成９年度以降は翌年３月末現在の数字である。

２ 平成 年度は，東日本大震災の影響により，宮城県のうち仙台市以外の市町村，福島県の相双保健福祉事務所

管轄内の市町村が含まれていない。

３ 平成 年度に旅館法改正があり、ホテルと旅館の区分けがなくなっている。

資料：厚生労働省政策統括官付参事官付行政報告統計室「衛生行政報告例」

Ⅱ 各 論 編

１ 施設数

令和５年３月末現在の旅館業の営業許可施設数は 施設であり，前年度より 施設の増加とな

っている。

うち，ホテル・旅館営業施設数は 施設，簡易宿所数は 施設，下宿営業施設数は 施設

となっている。

２ 「生活衛生関係営業経営実態調査」（厚生労働省）の結果より

平成 年に 施設を対象に実施した経営実態調査の結果概要は以下のとおりである。

① 旅館業のうち旅館は ％が「個人経営」， ％が「株式会社」となっているが，ホテルは「株

式会社」が ％，簡易宿所は「個人経営」が ％となっている。

② 経営者の年齢はいずれも 歳以上が８割以上となっており，「後継者がいる」と回答している施設

は旅館業全体で ％となっている。

③ １施設当たりの平均従業者数は「男」 人で，「女」が 人となっている。

④ １施設当たりの土地の平均面積は ㎡，建物の床平均面積は ㎡，平均客室数は 室，

平均収容定員数は 人となっている。

⑤ パソコンの導入は ％で，うち，「ホームページの作成」という回答が ％となっている。

⑥ 経営上の問題点は，「施設・設備の老朽化」が ％と最も多く，次いで「客数の減少」 ％，

「人手不足・求人難」 ％となっている。

⑦ サービス等は「高齢者・子供用等メニューの工夫」 ％，「高齢者・子供用等宿泊プランの工夫」

％，「割引券・特定日等の価格サービスをしている」 ％となっている。

⑧ 地域との共生の状況は，「商工会議所・商工会又は商店街組合に参加している」 ％，「祭りや

イベント等商店街の共同事業に参加している」 ％，「地域の観光等の情報を発信している」

％となっている。

３ 経営の動向等

① 温泉・名所旧跡など観光資源とその有効な活用が旅館の競争力を決定する大きな要素になりつつあ

る。自社の立地している観光資源の取り組みによって，その地域・施設ならではの付加価値・満足度

の向上を図るなど，観光資源の活用によって差別化を図り，競争力高めることが必要である。地域が

一体となって観光資源を活用し，それにあわせた設備・サービスによって，その地域を訪れる観光客

のニーズを充足できるかが重要である。

② 旅館業は，建物の償却に長期間を要する産業であるが，この間に自社がターゲットとする消費者の

ニーズと設備に差異が生じる可能性がある。将来のニーズを的確に予想することはほとんど不可能な

ことであるが，老朽化に対応するだけでなく，変化していくニーズを積極的に取り込むための設備投

資が不可欠である。

③ 旅館業における宿泊客の主流は，家族等を主体とする少人数グループになりつつある。そのため，

観光ホテル・旅館の 部屋当たりの宿泊人数が減少しており，客室稼働率は低下し，収益の圧迫要因

となっている。また，訪日外国人旅行者向けの「インバウンド事業」が盛況であるが，集客アップの

ためには，多様なニーズに対応できるサービスメニューの充実と顧客データの管理活用，情報発信や

の活用が求められる。



第３ 公衆浴場

第３ 公衆浴場

公衆浴場数年次推移

区分

年次

公 衆 浴 場 （年 末 現 在）
年

中

営
業
許
可
件

数

総 数
公 営 私 営

計 普 通 その他 計 普 通 個室付
ﾍ ﾙ ｽ
ｾ ﾝ ﾀ ｰ

サウナ
風 呂

ｽﾎﾟｰﾂ
施 設 その他

昭和 年 … … … … …

… … … … …

…

…

平成２年 …

３ …

４ …

５ …

６ …

７ …

８ …

９年度 …

年度 …

年度 …

年度 …

年度 …

年度 …

年度 …

年度 …

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

令和元年度

２年度

３年度

４年度

注：１ 平成８年までは各年 月末現在，平成９年度以降は翌年３月末現在の数字である。よって平成９年度以降においては「年中」は「年度中」に「年末現
在」は「年度末現在」に読み替えること。

２ 普通浴場及びサウナ風呂は昭和 年，スポーツ施設は平成 年度より分類項目を設定した。

３ ＊昭和 年以前の私営の「ヘルスセンター」及び「その他」の浴場には，公営の営業施設も含まれている。
４ 平成 年度は、東日本大震災の影響により、宮城県のうち仙台市以外の市町村、福島県の相双保健福祉事務所管轄内の市町村が含まれていない。

資料：厚生労働省政策統括官付参事官付行政報告統計室「衛生行政報告例」
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公衆浴場数年次推移

区分

年次

公 衆 浴 場 （年 末 現 在）
年

中

営
業
許
可
件

数

総 数
公 営 私 営

計 普 通 その他 計 普 通 個室付
ﾍ ﾙ ｽ
ｾ ﾝ ﾀ ｰ

サウナ
風 呂

ｽﾎﾟｰﾂ
施 設 その他

昭和 年 … … … … …

… … … … …

…

…

平成２年 …

３ …

４ …

５ …

６ …

７ …

８ …

９年度 …

年度 …

年度 …

年度 …

年度 …

年度 …

年度 …

年度 …

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

令和元年度

２年度

３年度

４年度

注：１ 平成８年までは各年 月末現在，平成９年度以降は翌年３月末現在の数字である。よって平成９年度以降においては「年中」は「年度中」に「年末現
在」は「年度末現在」に読み替えること。

２ 普通浴場及びサウナ風呂は昭和 年，スポーツ施設は平成 年度より分類項目を設定した。

３ ＊昭和 年以前の私営の「ヘルスセンター」及び「その他」の浴場には，公営の営業施設も含まれている。
４ 平成 年度は、東日本大震災の影響により、宮城県のうち仙台市以外の市町村、福島県の相双保健福祉事務所管轄内の市町村が含まれていない。

資料：厚生労働省政策統括官付参事官付行政報告統計室「衛生行政報告例」

Ⅱ 各 論 編

１ 施設数

令和５年３月末日現在の公衆浴場の営業許可施設数は 施設である。そのうち，公営と私営の普

通浴場を合計したいわゆる一般公衆浴場は 施設となり未だに減少している。昭和 年当時では浴

場業の ％を一般公衆浴場が占めていたが，令和４年度は ％となっている。

２ 「生活衛生関係営業経営実態調査」（厚生労働省）の結果より

平成 年に一般公衆浴場 施設を対象に実施した経営実態調査の結果概要は以下のとおりである。

① 一般公衆浴場は，「個人経営」が ％と最も多く，次いで「株式会社（有限会社含む）」が ％

となっている。

② 創業年は「 年以上」が ％，次いで「 ～ 年」が ％となっている。

③ 経営者の年齢は「 歳以上」が ％で最も高く，次いで｢ ～ 歳｣が ％となっており、「後

継者がいる」と回答している事業者は ％となっている。

④ １施設あたり平均従業者数は 人でこのうち臨時雇用者は 人となっている。

⑤ １日平均利用者数は， 人となっている。

⑥ 建物の延べ床面積は「 ～ ㎡」が ％，浴槽数は「４個」が ％と最も多くなっている。

⑦ 経営上の問題点は，「客数の減少」が ％と最も多く，次いで「施設・設備の老朽化」が ％

となっている。

⑧ 経営者が今後の方針として考えているのは，「接客サービスの充実」が ％，「施設・設備の改装」

が ％となっている。

３ 経営の動向等

① 自家風呂の普及に伴う入浴者数の減少等による経営の悪化や後継者難による廃業，その有利な立

地を利用した他の事業への転換などにより，公衆浴場の数は年々減少していることから，浴室を有し

ない世帯の入浴機会の確保が引き続き求められている。（総務省「平成 年住宅・土地統計調査」に

よると，住宅の浴室保有率は ％）。

② 自家風呂の普及に伴い，一般公衆浴場の利用機会は減少傾向にあるが，かつてのコミュニケーショ

ンの場として地域支援の拠点として活用する例が各地で見られる。また，訪日外国人旅行者の増加に

伴い，日本独自の入浴文化に魅力を感じ，外国人利用者も除々に増えてきている。

③ 駐車場等を有すレジャー型の大型の浴場が郊外に出現し，入浴を楽しむ傾向は依然として続いてい

るが，経営者の高齢化，後継者がいないなど事業継承が困難になっている。



第３ 公衆浴場

４ 公衆浴場に対する助成状況一覧（令和６年度予算ベース）

① 都道府県 単位：千円

都道府県名

融 資 制 度

貸付金計画

総 額

補助金等制度①
その他の

助成制度 ②
計（①＋②）

利子補給金
施設・設備費

補助金
その他補助金

北海道

青 森

岩 手

宮 城

秋 田

山 形

福 島

茨 城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神奈川

新 潟

富 山

石 川

福 井

山 梨

長 野

岐 阜

静 岡

愛 知

三 重

滋 賀

京 都

大 阪

兵 庫

奈 良

和歌山

鳥 取

島 根

岡 山

広 島

山 口

徳 島

香 川

愛 媛

高 知

福 岡

佐 賀

長 崎

熊 本

大 分

宮 崎

鹿児島

沖 縄

計
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４ 公衆浴場に対する助成状況一覧（令和６年度予算ベース）

① 都道府県 単位：千円

都道府県名

融 資 制 度

貸付金計画

総 額

補助金等制度①
その他の

助成制度 ②
計（①＋②）

利子補給金
施設・設備費

補助金
その他補助金

北海道

青 森

岩 手

宮 城

秋 田

山 形

福 島

茨 城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神奈川

新 潟

富 山

石 川

福 井

山 梨

長 野

岐 阜

静 岡

愛 知

三 重

滋 賀

京 都

大 阪

兵 庫

奈 良

和歌山

鳥 取

島 根

岡 山

広 島

山 口

徳 島

香 川

愛 媛

高 知

福 岡

佐 賀

長 崎

熊 本

大 分

宮 崎

鹿児島

沖 縄

計

Ⅱ 各 論 編

② 市区町村 単位：千円

都道府県名 市区町村数 対象浴場数

補助金等制度，融資制度 減免措置実施市区町村数 その他の助

成制度実施

市区町村数
※市区町

村 数
補助金等制度予算額 上水道 下水道

固定資

産 税

北海道

青 森

岩 手

宮 城

秋 田

山 形

福 島

茨 城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神奈川

新 潟

富 山

石 川

福 井

山 梨

長 野

岐 阜

静 岡

愛 知

三 重

滋 賀

京 都

大 阪

兵 庫

奈 良

和歌山

鳥 取

島 根

岡 山

広 島

山 口

徳 島

香 川

愛 媛

高 知

福 岡

佐 賀

長 崎

熊 本

大 分

宮 崎

鹿児島

沖 縄

計

注 「補助金等制度及び融資制度」欄中「市区町村数」は，当該実施市区町村数であり，「補助金等制度予算額」は，公衆浴

場に係る予算措置（補助金，融資）額を計上。
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５ 公衆浴場入浴料金統制額一覧表

令和６年 月 日現在

区分
都道
府県

施行年月日
入 浴 料 金 （円）

大 人 中 人 小 人 洗 髪

北 海 道 令和 年 月 日
青 森 令和 年 月 日
岩 手 令和 年 月 日
宮 城 令和 年 月 日
秋 田 平成 年 月 日

山 形 平成 年 月 日
福 島 平成 年 月 日
茨 城 平成 年 月 日
栃 木 令和 年 月 日
群 馬 令和 年 月 日

埼 玉 令和 年 月 日
千 葉 令和 年 月 日
東 京 令和 年 月 日
神 奈 川 令和 年 月 日
新 潟 令和 年 月 日

富 山 令和 年 月 日
石 川 令和 年 月 日
福 井 令和 年 月 日
山 梨 令和元年 月 日
長 野 令和 年 月 日

岐 阜 令和 年 月 日
静 岡 令和 年 月 日
愛 知 令和 年 月 日
三 重 令和 年 月 日
滋 賀 令和 年 月 日

京 都 令和 年 月 日
大 阪 令和 年 月 日
兵 庫 令和 年 月 日
奈 良 令和 年 月 日
和 歌 山 令和 年 月 日

鳥 取 令和 年 月 日
島 根 令和 年 月 日
岡 山 令和 年 月 日
広 島 令和 年 月 日
山 口 令和 年 月 日

香 川 令和 年 月 日
愛 媛 令和 年 月 日
徳 島 令和 年 月 日
高 知 令和 年 月 日
福 岡 令和 年 月 日

長 崎 令和 年 月 日
佐 賀 令和 年 月 日
大 分 令和 年 月 日
熊 本 令和 年 月 日
宮 崎 平成 年 月 日

鹿 児 島 令和元年 月 日
沖 縄 平成 年 月 日

注 大人 だいにん ………… 歳以上の者，中人 ちゅうにん ……６歳以上， 歳未満の者，

小人 しょうにん ………６歳未満の者，洗髪 洗髪料 ………… 歳以上の者に限る
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令和６年 月 日現在

区分
都道
府県

施行年月日
入 浴 料 金 （円）

大 人 中 人 小 人 洗 髪

北 海 道 令和 年 月 日
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宮 城 令和 年 月 日
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新 潟 令和 年 月 日

富 山 令和 年 月 日
石 川 令和 年 月 日
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鳥 取 令和 年 月 日
島 根 令和 年 月 日
岡 山 令和 年 月 日
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注 大人 だいにん ………… 歳以上の者，中人 ちゅうにん ……６歳以上， 歳未満の者，
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第４ 理 容 所
 

理容師免許交付・処分件数，理容所施設数・従業理容師数・使用確認件数・閉鎖命令件数 年次別

区分

年次

理容師（年中） 理 容 所

新規免許

件数

処 分 件 数 施 設 数 従業理容師数 使用確認件数 閉鎖命令件数

免許取消 業務停止 年末現在 年末現在 （年中） （年中）

昭和 年

平成２年

３

４

５

６

７

８

９年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

令和元年度 … …

２年度 … …

３年度 … …

４年度 … …

注：１ 平成８年までは各年 月末現在，平成９年度以降は翌年３月末現在の数字である。よって平成９年度以降につ
いては「年中」は「年度中」に「年末現在」は「年度末現在」に読み替えること。

２ 平成 年度は，東日本大震災の影響により，宮城県のうち仙台市以外の市町村，福島県の相双保健福祉事務
所管轄内の市町村が含まれていない。

３ 理容師の免許件数・処分件数については，平成 年度以降は理容師美容師試験研修センター調べ。処分件数
については平成 年度より把握していない。

資料：厚生労働省政策統括官付参事官付行政報告統計室「衛生行政報告例」
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第４ 理 容 所
 

理容師免許交付・処分件数，理容所施設数・従業理容師数・使用確認件数・閉鎖命令件数 年次別

区分

年次

理容師（年中） 理 容 所

新規免許

件数

処 分 件 数 施 設 数 従業理容師数 使用確認件数 閉鎖命令件数

免許取消 業務停止 年末現在 年末現在 （年中） （年中）

昭和 年

平成２年

３

４

５

６

７

８

９年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

令和元年度 … …

２年度 … …

３年度 … …

４年度 … …

注：１ 平成８年までは各年 月末現在，平成９年度以降は翌年３月末現在の数字である。よって平成９年度以降につ
いては「年中」は「年度中」に「年末現在」は「年度末現在」に読み替えること。

２ 平成 年度は，東日本大震災の影響により，宮城県のうち仙台市以外の市町村，福島県の相双保健福祉事務
所管轄内の市町村が含まれていない。

３ 理容師の免許件数・処分件数については，平成 年度以降は理容師美容師試験研修センター調べ。処分件数
については平成 年度より把握していない。

資料：厚生労働省政策統括官付参事官付行政報告統計室「衛生行政報告例」

Ⅱ 各 論 編

１ 理容師数

令和５年３月末日現在の従業理容師数は， 人で前年より 人減少している。

また，令和４年度中に新たに理容師免許を取得した者は 人であり，前年度より増加している。

２ 理容所数

令和５年３月末日現在の理容所数は， 施設で前年度比 ％の減少となっている。昭和 年を

ピークに減少傾向が続き，平成８・９年度と若干増加したものの，平成 年度以降再び減少している。

３ 「生活衛生関係営業経営実態調査」（厚生労働省）の結果より

平成 年に 施設を対象に実施した経営実態調査の結果概要は以下のとおりである。

① 理容所は個人経営の施設が多く， ％となっている。また，店舗があるのは主に住宅地区と商

業地区で， となっている。

② 経営者の年齢をみると， 歳代が ％と最も多く，次いで 歳以上が ％と， 歳以上の経

営者が約 割を占めている。

③ 営業年数は 年以上が ％で最も多く，次いで ～ 年が ％， ～ 年が ％となって

いる。

④ １施設当たりの１日の平均客数は，平日が 人，休日が 人と休日の方が多くなっている。

⑤ 客１人当たり平均利用料金は 円で，提供サービスの平均単価は，総合調髪が 円，カ

ットが 円，シェービングが 円などとなっている。

⑥ 経営上の問題点としては，「客数の減少」が ％，次いで「店舗・設備の老朽化」が ％，

「水道・光熱費の上昇」が ％となっている（複数回答）。

⑦ 経営者が今後の方針として考えているのは，「接客サービスの充実」が ％，「価格の見直し」

が ％，「廃業」が ％となっている（複数回答）。

４ 経営の動向等

① 理容所数は昭和 年から平成 年度まで 万～ 万５千施設を維持していたが，平成 年度には減

少し始め，平成 年度に 万施設を下回って以降は減少率も大きい。個人経営がほとんどの理容業に

おいて経営者の高齢化が進む中，免許取得者数も減少しており，後継者問題も深刻な状況にある。

「生活衛生関係営業経営実態調査」で多くの経営者が問題点としてあげている「客数･客単価の減少」

や「競合店の進出」という回答からも，若者のヘアスタイルの多様化による理容店離れや新たな低価

格チェーン店の出現等で，厳しい経営環境が続いていることがわかる。

このような状況で，同調査で今後の経営方針を「特になし」，「廃業」と回答する経営者も多い。

② 一方、優れたカット技術を生かして，若者を対象とした「就活ヘア」やクールビスに合わせたヘア

スタイルを提案したり，顔そりの技術で女性向けメニューとしてウェディング・シェービングを取り

入れたり，カウンセリング～洗髪～毛髪・頭皮トリートメントの頭皮ケア・コースを導入するなど，

理容室ならではのメニューをアピールすることで集客している店もある。

③ 理容業は固定客が非常に多い業界である。その高い固定客比率を維持しつつ，個人経営である利点

を生かし，立地条件や周辺住民の顧客層に合わせたメニュー等で同業他店との差別化を図るなど，新

たな顧客を呼び込む戦略を工夫することが重要である。
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美容師免許交付・処分件数，美容所施設数・従業美容師数・使用確認件数・閉鎖命令件数 年次別

区分

年次

美容師（年中） 美 容 所

新規免許

件数

処 分 件 数 施 設 数 従業美容師数 使用確認件数 閉鎖命令件数

免許取消 業務停止 年末現在 年末現在 （年中） （年中）

昭和 年

平成２年

３

４

５

６

７

８

９年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

令和元年度 … …

２年度 … …

３年度 … …

４年度 … …

注：１ 平成８年までは各年 月末現在，平成９年度以降は翌年３月末現在の数字である。よって平成９年度以降につ
いては「年中」は「年度中」に「年末現在」は「年度末現在」に読み替えること。

２ 平成 年度は，東日本大震災の影響により，宮城県のうち仙台市以外の市町村，福島県の相双保健福祉事務
所管轄内の市町村が含まれていない。

３ 美容師の免許件数・処分件数については，平成 年度以降は理容師美容師試験研修センター調べ。処分件数
については平成 年度より把握していない。

資料：厚生労働省政策統括官付参事官付行政報告統計室「衛生行政報告例」
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新規免許

件数
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昭和 年

平成２年

３

４

５

６

７

８

９年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

年度 … …

令和元年度 … …

２年度 … …

３年度 … …

４年度 … …

注：１ 平成８年までは各年 月末現在，平成９年度以降は翌年３月末現在の数字である。よって平成９年度以降につ
いては「年中」は「年度中」に「年末現在」は「年度末現在」に読み替えること。

２ 平成 年度は，東日本大震災の影響により，宮城県のうち仙台市以外の市町村，福島県の相双保健福祉事務
所管轄内の市町村が含まれていない。

３ 美容師の免許件数・処分件数については，平成 年度以降は理容師美容師試験研修センター調べ。処分件数
については平成 年度より把握していない。

資料：厚生労働省政策統括官付参事官付行政報告統計室「衛生行政報告例」

Ⅱ 各 論 編

１ 美容師数

令和５年３月末日現在の従業美容師数は， 人で前年より 人増加している。また，令和

４年度中に新たに美容師免許を取得した者は 人であり，前年度より減少している。

２ 美容所数

令和５年３月末日現在の美容所数は， 施設で前年比 ％の増加となっている。

３「生活衛生関係営業経営実態調査」（厚生労働省）の結果より

平成 年に 施設を対象に実施した経営実態調査の結果概要は以下のとおりである｡

① 美容所は個人経営の施設が多く， ％となっている。また，店舗があるのは主に住宅地区と商

業地区で， となっている。

② 経営者の年齢をみると， 歳代が ％と最も多く，次いで 歳代が ％， 歳代が ％

となっている。

③ 営業年数は ～ 年が ％で最も多く，次いで ～ 年が ％， ～ 年が ％となって

いる。

④ １施設当たりの１日の平均客数は，平日が 人，休日が 人と休日の方が多くなっている。

⑤ 客１人当たり平均料金は 円で，１施設当たり利用料金はパーマが 円，カットが 円，

セットブローが 円などとなっている。
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％，「店舗・設備の改装」が ％となっている（複数回答）。

４ 経営の動向等

① 美容所は，パーマネント・ウェーブ，結髪，化粧等の美容サービスを提供する事業所として，施
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い人のために，介護老人施設など美容所以外の場所に美容師が出向いて行う出張美容に対する社会的

ニーズが高まっている。

③ 専門サービスの提供者としては，外面上の美容技術だけではなく，精神的な満足感を利用者に提供

していかねばならない。様々な利用客に対してどの様な「心の満足」を与えられるのかは，直接顧客

に接している美容師一人ひとりの個性にかかっているが，経営の方針としてどの様なアピールが出来

るかも大切な課題である。

また、提供メニューの多様化に伴い，さらなる技術の向上，薬品等の安全性や衛生上の危険防止な

どが重要となっており，利用者に対して安全で良質なサービスを提供することが大切である。
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クリーニング師免許交付・取消件数，クリーニング所施設数・従業クリーニング師数，
使用確認件数・処分件数（年次別）

区分

年次

クリーニング師
（年 中）

クリーニング所

免許件数
免許取消
件 数

施設数
（年末）

指定洗濯
物を取扱
う施設数
（再掲）

取次所数
（再掲）

従業クリ
ーニング
師 数
年末現在

使用確認
件 数
（年中）

処分件数 年中

措 置
命 令

閉 鎖 ・
停止命令

昭和 年

平成２年

３

４

５

６

７

８

９年度

年度

年度

年度

年度
年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

令和元年度

２年度

３年度

４年度

注：１ 平成８年までは各年 月末現在，平成９年度以降は翌年３月末現在の数字である。よって平成９年度以降につ

いては「年中」は「年度中」に「年末現在」は「年度末現在」に読み替えること。

２ 平成 年度は，東日本大震災の影響により，宮城県のうち仙台市以外の市町村，福島県の相双保健福祉事務

所管轄内の市町村が含まれていない。

資料：厚生労働省政策統括官付参事官付行政報告統計室「衛生行政報告例」
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区分

年次

無店舗取次店

営 業 者 数
従事クリ
ーニング
師 数

処分件数 年中

指 定 洗 濯 物
取扱営業者数

措 置
命 令

停 止
命 令

昭和 年 … … … … …

… … … … …

… … … … …

… … … … …

平成２年 … … … … …

３ … … … … …

４ … … … … …

５ … … … … …

６ … … … … …

７ … … … … …

８ … … … … …

９年度 … … … … …

年度 … … … … …

年度 … … … … …

年度 … … … … …

年度 … … … … …

年度 … … … … …

年度 … … … … …

年度 … … … … …

年度 … …

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

令和元年度

２年度

３年度

４年度
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１ 施設数

令和５年３月末日現在の営業許可施設数は， 施設で前年より 施設減少している。

２ 「生活衛生関係営業経営実態調査」（厚生労働省）の結果より

平成 年に一般クリーニング所 施設を対象に実施した経営実態調査の結果概要は以下のとおりで

ある。

① 一般クリーニング所は個人経営の施設が多く， ％となっている。従業者４人以下の施設は％を

占めている。

② 店舗や営業の形態をみると，一般クリーニング所は ％が単独店で，取次所の ％が兼業をし

ている。兼業している取次所のうち「コンビニエンスストア以外の物品販売業と兼業している」が

％となっている。

③ 営業時間では一般クリーニング所の ％が１日 時間以上となっている。１施設当たりの営業

時間を前回調査（平成 年）の結果と比べると， 時間，営業時間が短くなっている。

④ １施設当たり売上高は， 万円，売上総利益は， 万円，営業利益は， 万円とな

っている。

⑤ クリーニングトラブルの有無については，一般クリーニング所の ％が「あり」となっている。

内容は「変退色」，「破損」，「紛失」，「伸縮」，「風合変化」，が多く，トラブルの解決方法として，一

般クリーニング所では「クリーニング賠償基準による」が ％となっている。

⑥ 一般クリーニング所の経営上の問題点としては，「客数の減少」，「原材料費の上昇」，「燃料費の上

昇」を多くあげている。

⑦ 一般クリーニング所の経営者が今後の方針として考えているのは，「廃業」，「接客サービスの充実」，

「価格の見直し」となっている。

３ 経営の動向等

① クリーニング市場は大きく分けて，旅館･ホテル等のリネン類や事業所のユニフォーム類などの産

業用クリーニングの「リネンサプライ」と，一般家庭の衣類等を扱う「家庭向けクリーニング」があ

るが，一世帯当たりの年間のクリーニング代は年々減少が続き、家庭向けクリーニングへの支出はピ

ーク時に比べて大幅に落込んでいる。

家庭向けクリーニングの需要減少の要因は，家庭での洗濯の増加，衣類の低価格化，節約志向や

衣替えの習慣の希薄化など様々であるが，大手企業の取次チェーン店の展開による競争激化，燃

料・材料の高騰など，今後も市場は縮小傾向が続くとみられる。

② 一方，高齢者世帯，単身世帯や女性の社会進出等，需要増加の見通しはあり，クリーニング後の衣

類の保管サービスや，持ち運べない大きな物，来店できない人や定期的に訪問してもらいたい人のた

めの外交サービスや宅配サービスなど，「衣類の総合サービス業」として，客のニーズに合わせてサ

ービスを提供することで新規顧客の開拓にもつなげることができる。

しかしながら，インターネットや宅配業者を利用し，クリーニング品や顧客と一切接することなく

取次のみを行う業態が増加し，これに伴うトラブルも懸念される。
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③ また，近年の新たな感染症等の発生状況を踏まえ，クリーニング業においても公衆衛生の見地から

感染症対策の充実を図ることが重要であり，また，石油系溶剤等の残留による化学やけど防止のため

十分な乾燥の徹底や，従業者の安全衛生の確保，水質汚濁，大気汚染，土壌汚染等の公害の発生の防

止及び産業廃棄物の適正な処理のために公害防止関係法令等を十分理解し遵守するとともに，設備改

善などの必要な措置を講じ，環境の保全に積極的に努めることが重要である。

４ クリーニング業と環境問題

現在，ドライクリーニングの溶剤としては，ほとんどのクリーニング所で，石油系溶剤又はテトラク

ロロエチレンが使用されているが，一部では特定フロンであるＣＦＣ－ や －トリクロロエタ

ンが使用されている。この他代替フロンであるＨＣＦＣ類等が使用されているが，その割合は極めて小

さい（平成 年９月１日現在の割合は石油系溶剤 ％，テトラクロロエチレン ％，ＣＦＣ－

％， －トリクロロエタン ％，ＨＣＦＣ類 ％，その他 ％）。なお，特定フロン（ＣＦＣ

－ 及び －トリクロロエタン）は， 年１月以降，製造・輸入が禁止されている。

また，これらの溶剤は，健康被害及び環境汚染を引き起こす可能性もあるため，適切な管理を行わな

ければならず，別表に示したように環境保全等に関する多くの法律により規制がなされている。主なも

のの概要を以下に示す。

⑴ 石油系溶剤

ア 皮膚障害の防止

最も使用頻度の高いドライクリーニング溶剤であるが，十分に乾燥せず溶剤が残留した衣類が消

費者に渡った場合，その着用により接触性皮膚炎等の皮膚障害を起こすことがある。このため，石

油系溶剤でドライクリーニングした場合は十分に乾燥していることを確認することが必要である。

イ 廃棄物処理法による規制

石油系溶剤を含む廃油（タールピッチ類を除く燃えやすい揮発油類，灯油類又は軽油類の廃油

（引火点 ℃未満）），これらの廃油を含む汚泥（廃油を５％以上含む場合）は，廃棄物の処理及び

清掃に関する法律（廃棄物処理法）上の特別管理産業廃棄物に該当するため，これらを排出する施

設には同法において特別管理産業廃棄物管理責任者の設置，特別管理産業廃棄物処理業者への廃棄

の委託等が規定されている。

特別管理産業廃棄物管理責任者の資格は，環境大臣が認定する講習を修了した者又はこれと同等

以上の知識を有すると認められる者に与えられる。財団法人全国生活衛生営業指導センターの実施

するクリーニング師の研修のうち，廃棄物の処理に関する科目を含む等の一定の要件を満たすもの

が，クリーニング所における特別管理産業廃棄物管理責任者の資格を取得する講習として認定され

たため，クリーニング師は，この講習を受講すれば，クリーニング所における特別管理産業廃棄物

管理責任者の資格が与えられる（平成５年３月 日衛産第 号厚生省生活衛生局水道環境部産業廃

棄物対策室長通知）。

⑵ テトラクロロエチレン

ア 化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律に関する規制

化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律に基づき，第２種特定化学物質に指定され「クリ
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ーニング営業者に係るテトラクロロエチレン又は化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律施

行令第 条に定める洗浄剤でテトラクロロエチレンが使用されているものの環境汚染防止措置に関

し公表する技術上の指針（平成 年７月 日厚生労働省・経済産業省・環境省告示第 号）」が定

められ，取扱う施設・場所，ドライクリーニング機械（排液処理装置，排気溶剤回収装置の設置を

含む。），洗濯物の処理，使用済みの溶剤を含む汚染物の取扱い等について管理の基準が示されてい

る。

イ 水質汚濁防止法による規制

水質汚濁防止法の有害物質に指定され，公共用水域への排水基準（ ／ℓ以下，公共下水道及

び流域下水道への排水基準にあっては下水道法により ／ℓ以下）が設定されている。また，水

質汚濁防止法により，地下浸透の禁止等の規定が適用されるため，水分離器排液の排液処理装置に

よる適正処理，ドライクリーニング機への受け皿の敷設などの措置が必要となる。

さらに平成８年の水質汚濁防止法の改正によって，テトラクロロエチレンの地下浸透による地下

水汚染で健康被害が生じ又は生じるおそれがあると認められるとき（水質汚濁防止法施行規則で定

める浄化基準 ／ℓ以下）は，都道府県知事はクリーニング所の設置者に対して，地下水の水

質浄化のための措置をとることを命ずることができることになった。

ウ 大気汚染防止法による規制

テトラクロロエチレンの大気汚染防止については，環境省は，環境基本法で人の健康を保護する

うえで維持されることが望ましい指針として，大気汚染環境基準を年平均値 ／㎥以下と定め

るとともに，大気汚染防止法で処理能力 ／回以上のドライクリーニング機を有するクリーニン

グ所にあっては，活性炭吸着排気除去装置を設置する等により，クリーニング所の排出口濃度を

／㎥以下（平成９年４月１日にすでに設置しているものについては， ／㎥以下）に抑制

しなければならないと規定した。

また，テトラクロロエチレンを使用するドライクリーニング機械を有するクリーニング所であっ

てその処理能力の合計が 以上の事業所は活性炭吸着回収装置の設置を，また， 未満の事業

所についても必要に応じその設置を行うよう，都道府県の生活衛生主管部局を通じて指導している

（平成５年４月９日衛指第 号厚生省生活衛生局長通知「ドライクリーニングにおけるテトラクロ

ロエチレンの使用管理の徹底について」）。

エ 廃棄物処理法による規制

テトラクロロエチレンを含む廃油，汚泥等（基準に適合しないものに限る。）は，廃棄物処理法

の特別管理産業廃棄物に該当し，これらを排出する施設には特別管理産業廃棄物管理責任者の設置，

特別管理産業廃棄物処理業者への廃棄の委託等が規定されている。

⑶ ＣＦＣ－

ア オゾン層保護法による規制

ＣＦＣ（クロロフルオロカーボン）－ は特定フロンの一つで，成層圏のオゾン層（地球上空

～ ）を破壊する原因物質である。そのため， 年に採択された「オゾン層を破壊する物質

に関するモントリオール議定書（モントリオール議定書）」に基づいて，生産等の規制が開始され，

年の第２回締約国会合において，特定フロン等の生産を 年までに全廃することとされた。
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ーニング営業者に係るテトラクロロエチレン又は化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律施

行令第 条に定める洗浄剤でテトラクロロエチレンが使用されているものの環境汚染防止措置に関

し公表する技術上の指針（平成 年７月 日厚生労働省・経済産業省・環境省告示第 号）」が定

められ，取扱う施設・場所，ドライクリーニング機械（排液処理装置，排気溶剤回収装置の設置を

含む。），洗濯物の処理，使用済みの溶剤を含む汚染物の取扱い等について管理の基準が示されてい

る。

イ 水質汚濁防止法による規制

水質汚濁防止法の有害物質に指定され，公共用水域への排水基準（ ／ℓ以下，公共下水道及

び流域下水道への排水基準にあっては下水道法により ／ℓ以下）が設定されている。また，水

質汚濁防止法により，地下浸透の禁止等の規定が適用されるため，水分離器排液の排液処理装置に

よる適正処理，ドライクリーニング機への受け皿の敷設などの措置が必要となる。

さらに平成８年の水質汚濁防止法の改正によって，テトラクロロエチレンの地下浸透による地下

水汚染で健康被害が生じ又は生じるおそれがあると認められるとき（水質汚濁防止法施行規則で定

める浄化基準 ／ℓ以下）は，都道府県知事はクリーニング所の設置者に対して，地下水の水

質浄化のための措置をとることを命ずることができることになった。

ウ 大気汚染防止法による規制

テトラクロロエチレンの大気汚染防止については，環境省は，環境基本法で人の健康を保護する

うえで維持されることが望ましい指針として，大気汚染環境基準を年平均値 ／㎥以下と定め

るとともに，大気汚染防止法で処理能力 ／回以上のドライクリーニング機を有するクリーニン

グ所にあっては，活性炭吸着排気除去装置を設置する等により，クリーニング所の排出口濃度を

／㎥以下（平成９年４月１日にすでに設置しているものについては， ／㎥以下）に抑制

しなければならないと規定した。

また，テトラクロロエチレンを使用するドライクリーニング機械を有するクリーニング所であっ

てその処理能力の合計が 以上の事業所は活性炭吸着回収装置の設置を，また， 未満の事業

所についても必要に応じその設置を行うよう，都道府県の生活衛生主管部局を通じて指導している

（平成５年４月９日衛指第 号厚生省生活衛生局長通知「ドライクリーニングにおけるテトラクロ

ロエチレンの使用管理の徹底について」）。

エ 廃棄物処理法による規制

テトラクロロエチレンを含む廃油，汚泥等（基準に適合しないものに限る。）は，廃棄物処理法

の特別管理産業廃棄物に該当し，これらを排出する施設には特別管理産業廃棄物管理責任者の設置，

特別管理産業廃棄物処理業者への廃棄の委託等が規定されている。

⑶ ＣＦＣ－

ア オゾン層保護法による規制

ＣＦＣ（クロロフルオロカーボン）－ は特定フロンの一つで，成層圏のオゾン層（地球上空

～ ）を破壊する原因物質である。そのため， 年に採択された「オゾン層を破壊する物質

に関するモントリオール議定書（モントリオール議定書）」に基づいて，生産等の規制が開始され，

年の第２回締約国会合において，特定フロン等の生産を 年までに全廃することとされた。

Ⅱ 各 論 編

その後，オゾン層の破壊が予想以上に進んでいるという科学的知見が得られたことから， 年

に開催された第４回締約国会合において，廃止スケジュールが前倒しされ 年１月以降生産が全

廃された。

わが国でも，「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律（オゾン層保護法）」に基づ

き，モントリオール議定書に定められたスケジュールに沿って， 年１月以降生産及び輸入の禁

止のほか，その排出抑制及び使用合理化等の措置がとられている。

⑷ －トリクロロエタン

ア オゾン層保護法による規制

－トリクロロエタンについても，特定フロンであるため，ＣＦＣ－ と同様に 年まで

に全廃することが決定され，わが国でも同年１月以降，生産及び輸入が禁止されている。

イ 水質汚濁防止法による規制

平成６年２月水質汚濁防止法施行令等の改正により，有害物質に指定され，公共用水域への排水

基準（３ ／ℓ以下，公共下水道及び流域下水道にあっては下水道法により３ ／ℓ以下）を遵守す

るために溶剤回収装置の設置が指導されている。また，地下浸透を防止するため，本溶剤を使用す

る際には，水分離器排液の排液処理装置による適正処理，ドライクリーニング機械への受け皿の敷

設，などの措置を講じることが必要である。

また，水質汚濁防止法に基づく地下水の水質浄化措置命令の対象となる（水質汚濁防止法施行規

則で定める浄化基準 ／ℓ以下）。

ウ 廃棄物処理法による規制

－トリクロロエタンを含む廃油，汚泥等（基準に適合しないものに限る。）は，廃棄物処理

法の特別管理産業廃棄物に該当し，これらを排出する施設には特別管理産業廃棄物管理責任者の設

置，特別管理産業廃棄物処理業者への廃棄の委託等が規制されている。

⑸ コインオペレーションクリーニング営業施設について

いわゆるコインランドリーで代表されるコインオペレーションクリーニング営業施設については，

クリーニング業法の対象ではないが，多くの人が利用する施設であるため，衛生水準の維持を目的と

した衛生措置等の要綱が定められている（昭和 年３月 日衛指第 号厚生省生活衛生局長通知「コ

インオペレーションクリーニング営業施設の衛生措置等指導要綱について」）。

また，コインオペレーションクリーニング営業施設のうち，石油系溶剤及びテトラクロロエチレン

等の有機溶剤を用いて洗濯する機械を設置する施設については，衛生管理責任者，有機溶剤管理責任

者の設置が必要であり（同指導要綱），さらにテトラクロロエチレンの使用施設については，水質汚

濁防止法に基づく特定施設の設置の届け出，有機溶剤回収装置の設置，廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律（施行令第２条の４）により特別管理産業廃棄物管理責任者の設置等の規制対象となっている

（平成３年９月９日衛指第 号厚生省生活衛生局指導課長通知「テトラクロロエチレンを使用する

コインオペレーションクリーニング営業施設に対する指導について」，平成７年２月 日衛指第 号

厚生省生活衛生局指導課長通知「テトラクロロエチレン等を使用するコインオペレーションクリーニ

ング営業施設に対する指導の徹底について」，平成７年 月 日衛指第 号厚生省生活衛生局指導課

長通知「テトラクロロエチレン等を含む廃油等を生じるコインオペレーションクリーニング営業施設



第６ クリーニング

に対する指導の徹底について」 平成９年９月 日衛指第 号厚生省生活衛生局指導課長通知「コイ

ンオペレーションクリーニング営業施設の衛生実態に関する調査（平成８年度）の結果及び営業施設

に対する衛生措置等の指導の徹底について」）。
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に対する指導の徹底について」 平成９年９月 日衛指第 号厚生省生活衛生局指導課長通知「コイ

ンオペレーションクリーニング営業施設の衛生実態に関する調査（平成８年度）の結果及び営業施設

に対する衛生措置等の指導の徹底について」）。

Ⅱ 各 論 編

クリーニング業を取り巻く環境の変遷

年 オゾン層保護法制定

年

クリーニング師研修，業務従事者講習開始

テトラクロロエチレンが化審法の特定化学物質に指定

消費税スタート（３％）

年
常用雇用者数 人以上の事業所数が初めて を超える

コインランドリー増加

年 ～ 年で 世帯当たりの年間洗濯代最高

年 取次所数が増加し始める

年 阪神淡路大震災，地下鉄サリン事件

年 クリーニング業法改正（地位の承継規定の新設）

年

大気汚染防止法によるテトラクロロエチレンの規制

消費税５％に引き上げ

クリーニング所総数が最高

年 取次所数が最高

年

相談件数が減少し，５位以下に

マシーン・リングシステム発表

クリーニング事故賠償基準改正

年 環衛法から名称改め生衛法改正，振興と老人福祉含まれる

年 コンビニでの取次

年
土壌汚染対策法施行

重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）蔓延脅威

年
クリーニング業法改正（消費者の保護，無店舗取次業規制）

形態安定加工シャツ

年 経営者 歳台以上の割合が 割超

年
国民生活センター「クリーニングサービスのトラブル防止のために」発表

道路交通法改正による駐車違反対策強化

年 石油高騰

年 宅配クリーニング

年

建築基準法に関する引火性溶剤問題

消費者庁発足

新型インフルエンザ（ ／ ）

年 経営者 歳台以上の割合が 割超

年 新しい洗濯表示の開始
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飲食店施設数・営業許可件数 喫茶店施設数・営業許可件数

区分

年次

飲 食 店 喫 茶 店

施設数
営業許可件数
（年中）

施設数
営業許可件数
（年中）

昭和 年

平成 年

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

令和元年度

年度

年度

年度

注：１ 平成８年までは各年 月末現在，平成９年度以降は翌年３月末現在の数字である。よって平成９年度以降に
ついては「年中」は「年度中」に「年末現在」は「年度末現在」に読み替えること。

２ 平成 年度は，東日本大震災の影響により，宮城県のうち仙台市以外の市町村，福島県の相双保健福祉事務
所管轄内の市町村が含まれていない。

３ 食品衛生法改正により喫茶店営業は、飲食店営業に統合されたため、喫茶店営業の数値が大幅に減少してい 
る。
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第７ 飲 食 店

飲食店施設数・営業許可件数 喫茶店施設数・営業許可件数

区分

年次

飲 食 店 喫 茶 店

施設数
営業許可件数
（年中）

施設数
営業許可件数
（年中）

昭和 年

平成 年

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

令和元年度

年度

年度

年度

注：１ 平成８年までは各年 月末現在，平成９年度以降は翌年３月末現在の数字である。よって平成９年度以降に
ついては「年中」は「年度中」に「年末現在」は「年度末現在」に読み替えること。

２ 平成 年度は，東日本大震災の影響により，宮城県のうち仙台市以外の市町村，福島県の相双保健福祉事務
所管轄内の市町村が含まれていない。

３ 食品衛生法改正により喫茶店営業は、飲食店営業に統合されたため、喫茶店営業の数値が大幅に減少してい 
る。

Ⅱ 各 論 編

１ 施設数

「衛生行政報告例」によれば，令和５年３月末日現在の営業許可施設数（飲食店 喫茶店）は

施設で，前年度比 ％の減少となっている。

２ 「生活衛生関係営業経営実態調査」（厚生労働省）の結果より

経営実態調査では，飲食店のうち一般飲食，中華料理店，そば・うどん店，すし店，喫茶店，料理店

について，抽出調査を実施しているが，平成 年はそば・うどん店（ 施設）が対象施設となった。

結果概要は以下のとおりである。

① 経営主体別にみると「個人経営」が最も多く ％となっている。

② 経営者の年齢階級別にみると，「 ～ 歳」が ％と最も多く、次いで「 歳以上」が ％と

なっている。

③ 従業者の規模別にみると，「５～９人」が ％と最も多く，次いで「２人」が ％となってお

り，４人以下の施設が半数以上を占めている。１施設当たり平均従業者数は 人となっており，そ

のうち「臨時雇用者（嘱託・パート・アルバイト）」が 人と最も多くなっている。

④ 客１人当たりの平均食事単価は， 円となっている。

⑤ 経営上の問題点についは，「原材料費の上昇」が ％と最も高くなっており，次いで「客数の減

少」と「施設・設備の老朽化」がそれぞれ ％， ％と多くなっている。

⑥ 経営者が今後の方針として考えていることは，「食事メニューの工夫」が ％ 「価格の見直し」

が ％で高くなっている。

３ 経営の動向等

① 飲食業に関係したニュースが多く，平成 年９月のＢＳＥ（牛海綿状脳症）から始まって，食品安

全について考えさせられるような事件が続いている。今まで，生産者や小売店，飲食店を無条件で信

じて消費活動を行っていた消費者が立ち止まり，自分たちの口に入るものがどこで作られ，どのよう

に運ばれて，何にどう加工されているかを気にしはじめ，「食品安全基本法」，「牛の個体識別のため

の情報の管理及び伝達に関する特別措置法」いわゆる牛肉トレーサビリティ法などが制定され，食品

の安全確保に向けたさまざまな取り組みが行われている。

さらに、平成 年の食品衛生法の改正により、原則として、製造・加工、調理、販売等を行う全て

の食品等事業者を対象として、 に沿った衛生管理が求められるようになった。なお、小規模事

業者や飲食店営業等の一定の業種等については、食品等事業者団体が作成し、厚生労働省が内容を確

認した手引書を参考に衛生管理を実施するという弾力的な取扱いを可能としている。

福祉，環境関係については，「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（食品リサイクル法）」

により，飲食店から出る食品廃棄物等については減量化と食品循環資源の再利用が義務づけられ，

ごみの減量化，再利用等が求められる。

② 消費者は年齢，性別，家族構成を問わず外食を楽しむようになり，外食に求めるものも多様化して

きており，「低価格であること」，「メニューが豊富であること」，「地元の農産物、肉、魚介類など、

新鮮な食材を使用していること」，「有機野菜・低農薬野菜など、安全・安心な食材を使用しているこ

と」などで高くなっている。

③ サービス面では，従業員の接客態度の向上，店舗及びスタッフの衛生面の向上，利用時間に関する

ことなどが求められている。

④ また、飲食店における受動喫煙防止対策として、厚生労働省の「生活衛生関係営業対策事業費補助

金（受動喫煙防止対策事業）」を活用した喫煙専用室の設置等の取り組みを進めている。
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食肉販売業の施設数

注：１ 平成８年までは各年 月末現在，平成９年度以降は翌年３月末現在の数字である。よって平成９年度以降
については「年中」は「年度中」に「年末現在」は「年度末現在」に読み替えること。

２ 平成 年度は，東日本大震災の影響により，宮城県のうち仙台市以外の市町村，福島県の相双保健福祉事
務所管轄内の市町村が含まれていない。

３ 食品衛生法の改正（令和３年６月１日施行）により、営業許可業種の見直しが行われ、「食肉販売業」とし
て取り扱われていた食肉を容器包装に入れられた状態で仕入れ、そのまま販売する行為は営業届出の対象
とした。このため、令和３年度の「食肉販売業」は、令和２年度以前の「食肉販売業」から一部が分かれ
ている。

年次 施設数
営業許可件数
（年中）

年次 施設数
営業許可件数
（年中）

昭和 年 平成 年度

年

年

年

平成２年

３

４

５

６

７

８

９年度

令和元年度

２

３

４
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第８ 食肉販売

食肉販売業の施設数

注：１ 平成８年までは各年 月末現在，平成９年度以降は翌年３月末現在の数字である。よって平成９年度以降
については「年中」は「年度中」に「年末現在」は「年度末現在」に読み替えること。

２ 平成 年度は，東日本大震災の影響により，宮城県のうち仙台市以外の市町村，福島県の相双保健福祉事
務所管轄内の市町村が含まれていない。

３ 食品衛生法の改正（令和３年６月１日施行）により、営業許可業種の見直しが行われ、「食肉販売業」とし
て取り扱われていた食肉を容器包装に入れられた状態で仕入れ、そのまま販売する行為は営業届出の対象
とした。このため、令和３年度の「食肉販売業」は、令和２年度以前の「食肉販売業」から一部が分かれ
ている。

年次 施設数
営業許可件数
（年中）

年次 施設数
営業許可件数
（年中）

昭和 年 平成 年度

年

年

年

平成２年

３

４

５

６

７

８

９年度

令和元年度

２

３

４

Ⅱ 各 論 編

食肉販売業の卸売・小売業，営業年数，立地条件，従業者の規模，地域ブロック別施設数の割合（平成 年）

食肉販売業 食鳥肉販売業

総数
経営主体

総数
経営主体

個人経営 株式会社 有限会社 個人経営 株式会社 有限会社

総数

卸
・
小
売

卸売業のみ

小売業のみ

卸売業と小売業の両方

不詳

営
業
年
数

１０年未満

１０～１９年

２０～２９年

３０～３９年

４０～４９年

５０～５９年

６０年以上

不詳

立
地
条
件

商業地区

住宅地区

工場・オフィス街

複合施設

その他

不詳

従
業
者
の
規
模

１人

２人

３人

４人

５～９人

１０～１９人

２０人以上

不詳

地
域
ブ
ロ
ッ
ク

北海道・東北

関東・甲信越

東海・北陸

近畿

中国・四国

九州

注：総数には経営主体不詳を含む。

資料：厚生労働省医薬・生活衛生局「生活衛生関係営業経営実態調査」



第８ 食肉販売

１ 施設数

「衛生行政報告例」によれば，令和５年３月末日現在の営業許可施設数は 施設で，前年度比

％の減少となっている。

２ 「生活衛生関係営業経営実態調査」（厚生労働省）の結果より

平成 年に 施設（食肉販売店 ，食鳥肉販売店 ）を対象に実施した経営実態調査の結果概要

は以下のとおりである。

① 経営主体をみると，いずれも個人経営の施設が多く，食肉販売店では ％，食鳥肉販売店では

％である。

② 卸売・小売業別に全体の施設数の構成割合をみると，食肉販売業では，「卸売業と小売業の両方」

が ％と最も高くなっている。

また，経営主体別にみると，「小売業のみ」では，「個人経営」が ％と最も高く，「卸売業のみ」

では，「株式会社」が ％と最も高くなっている。

次に，食鳥肉販売業では，「小売業のみ」が ％と最も高くなっている。

また，経営主体別にみると，「小売業のみ」では，「個人経営」が ％と最も高く，「卸売業の

み」では，「株式会社」が ％と最も高くなっている。

③ 経営者の年齢階級別に食肉販売業の施設数の構成割合をみると，「 歳代」が ％と最も高くな

っている。

次に，食鳥肉販売業の施設数の構成割合をみると，「 歳代」が ％と最も高くなっている。

④ 今後の経営方針別に全体の施設数の割合をみると，食肉販売業では「接客サービスの充実」が

％と最も高く，次いで，「価格の見直し」が ％，「専門店化・高級店化」が ％となってい

る。

また，卸売・小売業別にみると，「卸売業のみ」では「価格の見直し」が ％と最も高く，「小売

業のみ」，「卸売業と小売業の両方」では，ともに「価格の見直し」が ％， ％と最も高くなっ

ている。

次に，食鳥肉販売業の施設数の割合をみると，「価格の見直し」が ％と最も高く，次いで，「接

客サービスの充実」が ％，「施設・設備の改装、更新」が ％となっている。

また，卸売・小売業別にみると，「小売業のみ」では「接客サービスの充実」が ％と最も高く，

「卸売業のみ」，「卸売業と小売業の両方」では，ともに「価格の見直し」が ％， ％と最も高

くなっている。

３ 経営の動向等

① 消費者による食肉の消費量がほぼ成熟点に達している状態と大型店の進出により，食肉販売業にお

ける競争は激しくなっている。

② 一方，消費者の関心は価格や利便性はもちろん，食肉そのものの安全性，店内の衛生状態にまで及

んでいる。

③ したがって，食肉販売店は商品・人・店全体の「環境・安全対策」，営業時間の延長等「営業政策」，

消費者が納得する「価格政策」，商品の値打ちをアピールするための「商品化政策」といった複数の

対応策を見直し，店単位にこだわらない地域・団体・業界単位での取り組みを考える時期にきている。

④ 平成 年の食品衛生法の改正により、原則として、製造・加工、調理、販売等を行う全ての食品等

事業者を対象として、 に沿った衛生管理が求められるようになった。なお、食肉販売業者を含



第８ 食肉販売

１ 施設数

「衛生行政報告例」によれば，令和５年３月末日現在の営業許可施設数は 施設で，前年度比

％の減少となっている。

２ 「生活衛生関係営業経営実態調査」（厚生労働省）の結果より

平成 年に 施設（食肉販売店 ，食鳥肉販売店 ）を対象に実施した経営実態調査の結果概要

は以下のとおりである。

① 経営主体をみると，いずれも個人経営の施設が多く，食肉販売店では ％，食鳥肉販売店では

％である。

② 卸売・小売業別に全体の施設数の構成割合をみると，食肉販売業では，「卸売業と小売業の両方」

が ％と最も高くなっている。

また，経営主体別にみると，「小売業のみ」では，「個人経営」が ％と最も高く，「卸売業のみ」

では，「株式会社」が ％と最も高くなっている。

次に，食鳥肉販売業では，「小売業のみ」が ％と最も高くなっている。

また，経営主体別にみると，「小売業のみ」では，「個人経営」が ％と最も高く，「卸売業の

み」では，「株式会社」が ％と最も高くなっている。

③ 経営者の年齢階級別に食肉販売業の施設数の構成割合をみると，「 歳代」が ％と最も高くな

っている。

次に，食鳥肉販売業の施設数の構成割合をみると，「 歳代」が ％と最も高くなっている。

④ 今後の経営方針別に全体の施設数の割合をみると，食肉販売業では「接客サービスの充実」が

％と最も高く，次いで，「価格の見直し」が ％，「専門店化・高級店化」が ％となってい

る。

また，卸売・小売業別にみると，「卸売業のみ」では「価格の見直し」が ％と最も高く，「小売

業のみ」，「卸売業と小売業の両方」では，ともに「価格の見直し」が ％， ％と最も高くなっ

ている。

次に，食鳥肉販売業の施設数の割合をみると，「価格の見直し」が ％と最も高く，次いで，「接

客サービスの充実」が ％，「施設・設備の改装、更新」が ％となっている。

また，卸売・小売業別にみると，「小売業のみ」では「接客サービスの充実」が ％と最も高く，

「卸売業のみ」，「卸売業と小売業の両方」では，ともに「価格の見直し」が ％， ％と最も高

くなっている。

３ 経営の動向等

① 消費者による食肉の消費量がほぼ成熟点に達している状態と大型店の進出により，食肉販売業にお

ける競争は激しくなっている。

② 一方，消費者の関心は価格や利便性はもちろん，食肉そのものの安全性，店内の衛生状態にまで及

んでいる。

③ したがって，食肉販売店は商品・人・店全体の「環境・安全対策」，営業時間の延長等「営業政策」，

消費者が納得する「価格政策」，商品の値打ちをアピールするための「商品化政策」といった複数の

対応策を見直し，店単位にこだわらない地域・団体・業界単位での取り組みを考える時期にきている。

④ 平成 年の食品衛生法の改正により、原則として、製造・加工、調理、販売等を行う全ての食品等

事業者を対象として、 に沿った衛生管理が求められるようになった。なお、食肉販売業者を含

Ⅱ 各 論 編

む小規模事業者や一定の業種等については、食品等事業者団体が作成し、厚生労働省が内容を確認し

た手引書を参考に衛生管理を実施するという弾力的な取扱いを可能としている。
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第９ 氷雪販売
氷雪販売業の施設数（年次別）

年 次 施設数 年 次 施設数

昭和 年 平成 年度

平成元年

２

３

４

５

６

７

８

９年度

令和元年

２

３

４

注：１ 平成８年までは各年 月末現在，平成９年度以降は翌年３月末現在の数字である。

２ 平成 年度は，東日本大震災の影響により，宮城県のうち仙台市以外の市町村，福島県の相双

保健福祉事務所管轄内の市町村が含まれていない。

資料：厚生労働省政策統括官付参事官付行政報告統計室「衛生行政報告例」

兼業・専業別にみた施設数（平成 年） 経営上の問題点別にみた施設数（平成 年）

（単位：％）

施 設 数

専 業

兼 業

事業の内容（重複回答）

総数

燃料業

食品販売業

飲食業

運送業

その他

不詳

資料：「生活衛生関係営業経営実態調査」

（単位：％）

施 設 数

（
複

数

回

答
）

客数・注文の減少

施設・設備の老朽化

光熱費の上昇

後継者難

人件費の上昇

燃料費の上昇

人手不足・求人難

材料費の上昇

客単価の減少

他経費の上昇

水道費の上昇

立地条件の悪化

資金調達難

その他

不詳
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第９ 氷雪販売
氷雪販売業の施設数（年次別）

年 次 施設数 年 次 施設数

昭和 年 平成 年度

平成元年

２

３

４

５

６

７

８

９年度

令和元年

２

３

４

注：１ 平成８年までは各年 月末現在，平成９年度以降は翌年３月末現在の数字である。

２ 平成 年度は，東日本大震災の影響により，宮城県のうち仙台市以外の市町村，福島県の相双

保健福祉事務所管轄内の市町村が含まれていない。

資料：厚生労働省政策統括官付参事官付行政報告統計室「衛生行政報告例」

兼業・専業別にみた施設数（平成 年） 経営上の問題点別にみた施設数（平成 年）

（単位：％）

施 設 数

専 業

兼 業

事業の内容（重複回答）

総数

燃料業

食品販売業

飲食業

運送業

その他

不詳

資料：「生活衛生関係営業経営実態調査」

（単位：％）

施 設 数

（
複

数

回

答
）

客数・注文の減少

施設・設備の老朽化

光熱費の上昇

後継者難

人件費の上昇

燃料費の上昇

人手不足・求人難

材料費の上昇

客単価の減少

他経費の上昇

水道費の上昇

立地条件の悪化

資金調達難

その他

不詳

Ⅱ 各 論 編

１ 施設数

令和５年３月末日現在の営業許可施設数は 施設で前年度比 ％の減少となっている。

２ 「生活衛生関係営業経営実態調査」（厚生労働省）の結果より

平成 年に 施設を対象に実施した経営実態調査の結果概要は以下のとおりである。

① 経営主体をみると，「個人経営」が ％と最も多く，次いで「株式会社（有限会社を含む）」が

％となっている。

② 経営者の年齢は「 ～ 歳」が ％で最も高く，「後継者がいる」と回答している事業者は，

％となっている。

③ 専業・兼業の別では，兼業が ％と多く，その事業内容別にみると「燃料業」との兼業が ％

と最も多く，次いで「食品販売業」の ％，「飲食業」の ％となっている。

④ 従業者の規模は「２人」が ％と最も多く，従業者が 人未満の施設が約８割を占めている。

１施設当たり平均従業者数は 人でこのうち臨時雇用者は 人となっている。

⑤ 土地面積は「 ㎡以上」が ％と最も多く，延べ床面積も「 ㎡以上」 ％と最も多くなっ

ている。氷室面積は「 ～ ㎡未満」が ％と最も多く、次いで「 ～ ㎡」が ％となっている。

⑥ 当期純利益の動向の主な原因は「客数・注文の減少」が ％と約５割を占めている。

⑦ 経営上の問題点は，「客数・注文の減少」が ％と最も多く，次いで「施設・設備の老朽化」が

％，「光熱費の上昇」が ％となっている。

⑧ 経営者が今後の方針として考えているのは，「営業時間の変更」が ％と最も多く，次いで「特

になし」が ％，「廃業」が ％となっている。

３ 経営の動向等

① 営業施設数は，一般家庭への電気冷蔵庫の普及や飲食店営業施設等への業務用自動製氷機の導入

により，昭和 年は 施設であったが，以降減少傾向が続き平成 年度では，半分以下の 施

設となり，更に平成 年度では 施設と引き続き減少傾向が続いている。

② 経営形態は兼業が 割以上であるが，客数（注文）の減少に加えて，光熱費・燃料費の上昇や施

設・整備の老朽化等により氷雪販売業を取り巻く現状は厳しいものになっている。

③ 新しい需要の開拓がますます必要になる中，「氷屋純氷」ブランドの確立・普及が進められている。

また，近年のかき氷ブームにより，夏場のかき氷用氷の需要が増加している。




